
○ 都道府県等の職員は、警察から連絡があった際、「警察官通報であること」「警察官が対象者を発見した状況」
等を確認。 

     ※ 留意点として、被通報者が警察官に保護・逮捕等されていない状況での通報等への対応も明確化  

Ⅰ 警察官通報の受理 

措置入院の運用に関するガイドライン（概要） 

○ 原則、職員を速やかに被通報者の現在場所に派遣し、面接を行わせ、事前調査の上で措置診察の要否を決定。 

○ 事前調査に際しては可能な限り複数名の職員で実施し、専門職による対応が望ましい。 

   措置診察の要否の判断は、都道府県等において、協議・検討の体制を確保し、組織的に判断することが適当。  

○ 措置入院の運用に係る体制（特に夜間・休日）の整備が必要。 

○ 被通報者に精神障害があると疑う根拠となる具体的言動がない場合等、「措置診察を行わない決定をすること

が考えられる場合」を明確化。 

○ 全国の自治体で、措置入院の運用が適切に行われるよう、精神保健福祉法上の通報等の中でも特に多い
警察官通報を契機とした、措置入院に関する標準的な手続をガイドラインとして整理。 

Ⅱ 警察官通報の受理後、事前調査と措置診察まで 

Ⅲ 地域の関係者による協議の場 

○ 都道府県等は、自治体、精神科医療関係者、福祉関係者、障害者団体、家族会、警察、消防機関等の地域の関係
者による「協議の場」を設け、以下の事項について年に１～２回程度協議することが望ましい。 

  ・ ガイドラインを踏まえた警察官通報等から措置入院までの対応方針   
  ・ 困難事例への対応のあり方など運用に関する課題 
  ・ 移送の運用方法 等 

 ※「協議の場」では個人情報を取り扱わないよう厳に留意。 


